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研究要旨 
 がん診療連携拠点病院等の実態把握とがん医療提供体制における均てん化と集約化のバ

ランスに関して、既存の各種統計資料を用いて検討することを目的とし、令和 2 年度はが

ん診療連携拠点病院現況報告書（2018 年）の記載内容を詳細に吟味し、分析した。まず、

各施設が要件を満たすのが困難であると回答した項目を自由記載欄から抽出した。専門性

の高い医療スタッフの人員配置に関する項目が多かったため、病理検査、薬物療法、放射

線療法にかかわる人員配置と各種プロセス指標との関連を分析した。総合病院型や人口密

度が低いエリアにおいて、特に専門性の高い医療スタッフの人員配置に課題があり、一部

の指標では人員配置と実施件数に関連性が見られた。地域の特性に応じたがん医療の集約

化・均てん化について、さらなる分析を進める必要がある。 
 

 

Ａ．研究目的 
本研究課題において、がん診療連携拠点病院等

の実態把握とがん医療提供体制における均てん化

と集約化のバランスに関して、既存の各種統計資

料を用いて検討することを目的とした。 
令和 2 年度は、がん診療連携拠点病院現況報告

書（2018 年）の記載内容を詳細に吟味し、分析し

た。 
 
Ｂ．研究方法 
 2018 年がん診療連携拠点病院現況報告書の記載

内容を用いて、以下の内容について分析した。 
 
拠点病院の要件として満たすのが困難である項目

の抽出：各施設が要件を満たすのが困難であると

回答した記載欄のテキストより、内容を検討した。 
 
人員数や各種関連項目の件数との関連：充足が比

較的困難とされる専門性の高いスタッフの人員配

置と関連する項目に関して分析を行った。 
 
＜検討した人員配置とプロセス指標＞ 
 病理検査：常勤病理医数 

術中迅速検査実施割合（％） 
＝ 100 
 

 薬物療法：薬物療法専門医・薬剤師数 
がんに係る薬物療法のべ患者数 
(年間外来がん患者のべ数 1000 人あたり) 
 

 放射線療法：放射線治療専門医数 
放射線治療のべ患者数 

(年間外来がん患者のべ数 1000 人あたり) 
 
医療機関のタイプによる違い：要件を満たしにく

いと回答された項目に関連する事項に関して、医

療機関のタイプ別に分析を行った。病院タイプ別

は、新入院患者に占めるがん患者の割合に着目し、

以下の三つに分類した（図 1）。人口密度の高い地

域ではがんセンター型、大学病院型が多く、人口

密度が低い地域では総合病院型が多くなっていた。 
 
 がんセンター型：がん診療に特化した病院と

して、全がん協加盟施設のうち、新入院患者

に占めるがん患者の割合が 60%以上の病院 
 大学病院型：施設名に「大学」の記載がある 
 総合病院型：上記以外の病院 
 
Ｃ．研究結果 
(1) 比較的充足が難しい要件の抽出 

現況報告において、要件を満たすのが困難であ

る項目について記載したのは 139 施設 (約 31%)
で、195 項目に関して記載があった。自由記載から

のテキスト抽出での判断であるが、回答の多かっ

た内容を表 1 にまとめた。医療安全の講習会受講

が最も多く、18.9％であった。放射線治療医の配置

や、薬物療法専任、常勤医の配置、緩和ケアを行

う精神科医の配置はそれぞれ、11.4％、3.7％、3.5％
が充足困難である記載があった。また、院内がん

登録中級車認定者に関しても 2.7％が記載してお

り、人員確保が困難であると感じている医療機関

が少なからずあることが示唆された。 
 
(2)人員配置に関しての分析 
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充足が難しいとされる専門性の高い医療スタッ

フの人員配置の状況を病院タイプ別や地域別に検

討し、プロセス指標（実施件数など）との関連性

を分析した。 
 
 病理検査：常勤病理医数 
 病院タイプ別の常勤病理医数の分布は図 3 に示

した。がんセンター型では 0 人の施設はないが、

総合病院型では 13.0％の施設で 0 人であった。大

学病院、がんセンター型では 70％以上の施設が常

勤病理医数 3 人以上の体制であったが、総合病院

型での常勤病理医数は 1 人以下の施設が半数以上

を占めた。常勤病理医数と術中迅速検査実施割合

の関連を図 4 に示した。大学病院型・がんセンタ

ー型では、常勤病理医数による実施割合に大きな

差はなかったが、総合病院型では常勤病理医数が

少ないと術中迅速検査実施割合が低くなる傾向が

みられた。また、都道府県の人口密度別でみると

人口密度の低い地域ではより常勤医数と術中迅速

検査実施割合の関連性が強く見られた（図 5）。 
 
 薬物療法：薬物療法専門医・薬剤師数 
病院タイプ別の薬物療法専門医・薬剤師数の分

布をみると、専門医が 0 人の施設はがんセンター

型・大学病院型ではないが、総合病院型では 3.8％
であり、1 人いる施設が約 7 割であった。専門薬剤

師も同様に総合病院型で少ない傾向にあった（図

6）。病院タイプ別にみると専門医・専門薬剤師の

人数が多いほど外来薬物療法の実施が増えるとい

う傾向はみられなかったものの（図 7）、人口密度

の低い地域では、専門医や専門薬剤師の人数が 0
人の施設に比べ、1 人以上いる施設の方が、外来薬

物療法の実施件数は多い傾向があった（図 8）。 
 
 放射線療法：放射線治療専門医数 

病院タイプ別に放射線治療専門医数をみると、

大学病院、がんセンター型では 0 人の施設はない

が、総合病院型では 12.3％の施設で 0 人であり、1
人以下で運営している施設が 60％にのぼった（図

9）。病院タイプ別に見た放射線治療専門医と放射

線治療実施件数には明らかな関連性は見られなか

ったが（図 10）、人口密度別でみると、人口密度が

低い地域では専門医数が増えると実施件数が増加

する傾向があり、高い地域でも 0 人であると、低

い実施件数にある関連性が見られた。 
 
Ｄ．考察 
 がん診療連携拠点病院の現況報告書を詳細に分

析し見える化することで、充足が困難である人員

配置や要件などが明らかになった。また、そのよ

うな要件に関連した指標について、関連性を検討

したところ、人員が少ない中でもなんとか実施を

している項目もあれば、人員の充実度に応じて件

数が変化する項目もあった。 
がんセンター型、大学病院型では全体的に専門

性を有する医療スタッフの配置が充実していたが、

総合病院型では一部充足が困難な施設もあること

が示唆された。 
特に人口密度の低い地域においては、医療スタ

ッフの充足が困難な施設において、術中迅速検査

や放射線治療実施が低くなる傾向にあった。地域

や施設によっては、人員配置の困難性に伴うがん

診療の提供における格差につながる可能性がある。 
人口密度の低い地域では専門性の高い医療スタ

ッフが充実する施設に集約して治療が行うことで、

地域内でのがん医療の均てん化につなげる努力を

している可能性もある。 
今回は、現況報告の公開データのみでの分析で

あった。一部の項目データでは、解釈や定義の違

いにより、大きくデータがばらつく項目もあった。

現場の労力を軽減し、正確なデータにより医療の

質評価を行うためにも、提出する項目の吟味が必

要である。例えば、院内がん登録資料を用いて計

測できる項目は現段階では少ないが、定義が解釈

によるばらつきがちな治療内容別の実施件数など

については、院内がん登録資料を用いた計測でで

きる内容に統一することで、正確な資料を簡便に

提出することが可能である。また、拠点病院の指

定要件となっている各種指標（人員配置や治療件

数など）のアウトカムとの関連を検証することも

今後必要な課題である。 
 

E. 結論 
 がん診療連携拠点病院を詳細に検討することで、

拠点病院の要件で充足が困難な可能性がある指標

を抽出し、それらの項目に関する指標との関連性

を分析した。総合病院型や人口密度が低いエリア

において、特に専門性の高い医療スタッフの人員

配置に課題があり、一部の指標では人員配置と実

施件数に関連性が見られた。地域の特性に応じた

がん医療の集約化・均てん化について、さらなる

分析を進める必要がある。 
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図 1. 拠点病院における病院タイプの分布およびがん患者の占める割合の分布 

 

 
図 2. 都道府県別の人口密度を 3 グループに分けた場合の拠点病院の病院タイプの分布 

 

 

表 1. がん診療連携拠点病院の要件を満たしていない項目に関する自由記載欄の記述 

 

満たしていない項目に記載のあった内容 N ％ 
医療安全：講習会受講 76 18.9 
放射線療法：放射線治療常勤医の配置 46 11.4 
グループ指定：地域がん診療病院 17 4.2 
薬物療法：薬物療法専任、常勤医の配置 15 3.7 
集中治療室：集中治療室の設置 16 4.0 
緩和ケア：精神科医の配置 14 3.5 
がん登録：院内がん登録中級者認定者 11 2.7 

        

割合は 402施設のうち記載があった件数とした 
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図 3. 施設ごとの常勤病理医数(病院属性別) 

 

 
図 4. 病理医数別にみた術中迅速検査実施割合(病院タイプ別) 

 

 
図 5. 都道府県人口密度 3分位別にみた病理医数による術中迅速検査実施割合 

 



41 

 
図 6. 病院タイプ別の薬物療法専門医・薬剤師数の分布 

 
図 7.  専門医・薬剤師数ごとの外来薬物療法実施患者数（外来がん患者 1000人あたり） 

 

 
図 8. 人口密度別専門医・薬剤師数ごとの外来薬物療法実施患者数（外来がん患者 1000人あたり） 
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図 9. 病院タイプ別放射線治療専門医数 

 

 
図 10. 病院タイプ別放射線治療専門医数と放射線治療実施件数（外来がん患者 1000 人あたり） 

 

 
図 10. 人口密度別放射線治療専門医数と放射線治療実施件数（外来がん患者 1000 人あたり） 
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